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1.　調査団員・氏名

基本設計調査 (2002 年 3 月 2 日～3月 29 日)

(1) 倉科　芳朗　(総括)

国際協力事業団　無償資金協力部業務第三課　課長代理

(2) 安松　　茂　(業務主任/建築計画)

(株)久米設計

(3) 奥山　重也　(建築設計計画)

(株)久米設計

(4) 栗城　幹男　(設備計画)

(株)久米設計

(5) 平岡　功　(視聴覚機材計画)

(株)久米設計

(6) 中野　壮訓　(施工計画/積算)

(株)久米設計

基本設計概要書説明 (2002 年 6 月 9 日～6月 20 日)

(1) 中野　智　(総括)

国際協力事業団　無償資金協力部業務第三課　課長代理

(2) 阿部　重康　(無償資金協力)

外務省　経済協力局無償資金協力課

(3) 安松　　茂　(業務主任/建築計画)

(株)久米設計

(4) 奥山　重也　(建築設計計画)

(株)久米設計

(5) 平岡　功　(視聴覚機材計画)

(株)久米設計



2.　調査行程
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2.　調査行程

基本設計調査行程　（2002 年 3 月 2 日～3月 29 日）

No 月日 曜日 午　　前 午　　後

1 3月 2日 土 成田→ →バンコク

2 3日 日 バンコク　→ヴィエンチャン 類似施設・建設サイト調査

3 4日 月 JICAラオス事務所打合せ
日本国大使館表敬・協議

国家建設委員会表敬・協議

国家建設委員会協議

4 5日 火 国家建設委員会協議 国家建設委員会、建設サイト調査

5 6日 水 公共事業省表敬

国家建設委員会ミニッツ案協議

国家建設委員会ミニッツ案協議

ミニッツ署名

6 7日 木 国立文化ホール調査

地質・測量調査見積依頼

JICAラオス事務所報告
日本国大使館報告、教育省調査

7 8日 金 倉科団長帰国

青年同盟調査

NOVOTEL調査
地質・測量調査見積依頼

8 9日 土 ラオス伝統家屋・樹木調査 ヴィエンチャン国際空港調査

9 10日 日 資料整理 団内会議

10 11日 月 NOSPA調査
水質試験見積徴集

LANG XANGホテル調査
地質・測量調査再委託契約

11 12日 火 ラオプラザホテル、日本センター調査 国家建設委員会協議

12 13日 水 女性同盟調査 JICAラオス事務所報告
市水・井水採取

13 14日 木 ヴィエンチャン特別市調査

ASEAN保健会議調査
建設サイト前交通量調査

ヴィエンチャン国際空港運営調査

サヤセタ地区役所調査

建設サイト前交通量調査

14 15日 金 公共事業省協議 首相府調査、日本政府援助施設調査

15 16日 土 国家建設委員会協議 建設事情調査

16 17日 日 建設事情調査 団内会議、資料整理

17 18日 月 ラオス電話公社調査

施工計画調査、代理店調査

特別市公共事業局調査

施工計画調査調査、代理店調査

18 19日 火 建設サイト前交通量調査

水道局調査、外務省施設調査

施工計画・積算調査

外務省副首相協議

環境保健給水国家センター調査

建設サイト前交通量調査

19 20日 水 電力公社調査

日本国大使館広報文化調査

メコン河委員会調査

日本センター調査

20 21日 木 市都市開発管理局調査

施工計画・積算調査

UNICEF調査
計画案策定

21 22日 金 国家建設委員会協議 保健省調査

22 23日 土 施工計画・積算調査、代理店調査 施工計画・積算調査、代理店調査

23 24日 日 計画案策定 計画案策定

24 25日 月 建設サイト調査、施工計画・積算調査 国家建設委員会協議

25 26日 火 国家建設委員会協議

(栗城、平岡、中野団員ヴィエンチャン
→バンコク)

測量・地質調査結果受領

(バンコク：資機材調達調査)
26 27日 水 JICAラオス事務所報告

日本国大使館報告

(バンコク：資機材調達調査)

国家建設委員会協議

(バンコク：資機材調達調査)
27 28日 木 ヴィエンチャン→バンコク

(バンコク：資機材調達調査) (バンコク：資機材調達調査)
28 29日 金 バンコク→ 成田着
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基本設計概要書説明行程　（2002 年 6 月 9 日～6月 20 日）

No 月日 曜日 午　　前 午　　後

1 6月 9日 日 成田→ →バンコク

2 10日 月 バンコク　→ヴィエンチャン

JICAラオス事務所打合せ
日本国大使館表敬・協議

首相府表敬・協議

3 11日 火 国家建設委員会協議 サイト調査(サイト、日本センター)

4 12日 水 国家建設委員会協議 国家建設委員会協議

団内会議

5 13日 木 国家建設委員会ミニッツ案協議 教育省研修施設調査

日本国大使館報告

6 14日 金 国家建設委員会協議

ミニッツ署名

DIC報告
JICAラオス事務所報告

7 15日 土 中野団長、阿部団員帰国 ラオス様式施設調査

8 16日 日 資料整理 ラオス様式施設調査

9 17日 月 国家建設委員会協議

国家経済委員会調査

ラオス様式施設調査

水道局調査、JICA事務所報告
10 18日 火 ラオス様式施設、資材調査 電力会社調査

ラオス様式施設、資材調査

11 19日 水 ヴィエンチャン→バンコク 類似施設調査

12 20日 木 バンコク→ 成田着



3.　関係者(面会者)リスト
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3.　関係者(面会者)リスト

＜ラオス国側関連機関＞

1. 国家建設委員会(National Committee on the Construction of the Center)

Mr. Khamsouk SAYASONE 委員長：Vice Minister, Deputy Head of the Cabinet of the

Prime Minister’s Office

Mr. Somphet KHOUSAKOUN 副委員長：Permanent Secretary, Ministry of Foreign

Affairs 

Mr. Bounleuam SISOULATH 委員：General Director of DHUP, Ministry of

Communication, Transport, Post & Construction

Mr. Oun Visounalath 委員：Director-General, Land＆House Department,

Ministry of Finance

Mr. Sybounthum 委員：Chief of Cabinet, Vientiane Municipality Mayor’s

office, 

Mr. Lytou BOUAPAO 委員：Director General, Department of Planning and

International Cooperation, Ministry of Education

2. 首相府(Prime Minister’s Office)

Dr. Khampheng SAYSOMPHENG Deputy-Chief of Cabinet

2-1 計画・協力委員会(Committee for Planning and Cooperation)

(1) 国際経済協力局(Department of International Economic Cooperation)

Dr. Bountheaung MOUNLASY Director General

Mr.Houmphanh Director

(2) 国家経済研究所(National Economic Research Institute)

Dr. Souphanh KEOMIXAY Director General

3. 外務省(Ministry of Foreign Affairs)

Mr. Bounkeut SANGSOMSAK Deputy Minister, 

Mr. Sayakane SISOUVONG Director General, ASEAN Department, 

Mr. Somphne Desk Officer, Asia, Pacific and African Affairs Department,

Mr. Bounthanongsak CHANTHALATH Office of Minister

4. 公共事業省(Ministry of Communication, Transport, Post & Construction)

Mr. Khamlouat SIDLAKONE Vice Minister

Mr. Khanngeun KHAMVONGSA Deputy Permanent Secretary, 
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Dr. SengThong VANGKEOMANY Director of DHUP

5. 保健省(Ministry of Public Health)

Mr. Nao BOUTTA Deputy Director of Cabinet

6. ヴィエンチャン特別市(Vientiane Municipality Mayor’s office)

Mr. Bounchanh KEOSITHAMMA National Project Manager

7. 青年同盟(Lao People’s Revolutionary Youth Union)

Dr. Bounpone BOUTTANAVONG General Secretary, 

Ms. Keoundone International Affairs, 

Ms. Dong SALY Deputy Head

8. 婦人同盟(Lao Women’s Union)

Ms. Khemphet PHOLSENA Vice President

9. NOSPA(National Organization for the Studies of Policy and Administration)

Mr. Thongglay SISOUTHAM Director General, Documentation Center, 

10. サヤセタ区役所(Xayasetha District Office)

Mr. Somphone KHOUNPHILOM Director of Administration, 

11. メコン河委員会ラオス事務局(Lao National Mekong Committee)

Mr. Vongdara KEOMUONGCHANH Deputy Director General, 

12. ラオス電話公社(Lao Telecommunications)

Mr. Chanthavone SOSAMPHAN Deputy Director General

Mr. Sang Khom KHOTPANYA Manager of Technical Section, 

13. ラオス電力公社(Electricite Du Laos)

Mr. Daovong PHONEKEOManager, System Planning Office

14. ラオス水道公社(Lao Water Supply Company : Nampapa Lao)

Mr. Sirithasack SISANGOUANE Head of Engineering Division, 

15. 国立環境保健センター(National Center for Environmental Health)

Dr. Nouanta MANIPHOUSAY Director
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16. UNICEF

Mr. Luis Soares Operations Officer

17. ヴィエンチャン国際空港共同企業体(Lao-Japan Airport Terminal Services)

Mr. Masakatsu HARADA Director(JICA Expert)

Mr. Bounheang SOUKHASEUM Assistant Manager, Maintenance Section Facility

Department, 

18. 国立文化ホール(Lao National Cultural Hall)

Mr. Bounsanong SYHALATH Deputy Director 

19. 日本センター(FEM/LJ-Center Project)

Ms. Noriko ABE Chief Advisor,

Mr. Toshihisa TOYODA JICA Expert (Economics), 

Ms. Junko TAGUCHI Project Coordinator, 

20. ラオプラザホテル(Lao Plaza Hotel)

Mr. Nobuyuki FUKUDA Executive Assistant Manager, 

21. ランサンホテル(Lane Xang Hotel)

Ms. Sukanya C Manager,

22. ノボテル（Novotel）

Mr. Chomkeo Manager

＜日本側関連機関＞

1. 在ラオス日本国大使館

橋本　逸男 特命全権大使

真鍋　寛 参事官

川田　一徳 一等書記官

2. JICA ラオス事務所

西脇　英隆 所長　

宮田　伸昭 次長

岡田　有紀子 Assistant Resident Representative



4.　当該国の社会経済状況







5.　ミニッツ(予備調査時) 









6.　ミニッツ(基本設計調査時) 































7.　ミニッツ(基本設計概要書説明調査時) 









8.　事業事前評価表
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事業事前評価表

無償資金協力部業務第三課

1. 協力対象事業名
  ラオス人民民主共和国　国際協力・研修センター建設計画
2. 我が国が援助することの必要性・妥当性
(1) 我が国が当該国に対し援助することの必要性・妥当性
　我が国はラオスが、

  (ｲ) 大メコン圏の中央に位置し、その開発が、インドシナ半島全域の政治的安定と経済的
繁栄にとって重要であること、

  (ﾛ) 我が国と伝統的に友好関係にあること、
  (ﾊ) 後発開発途上国(LLDC)であることに加え、経済発展を図る上で内陸山岳国であると
の制約があること、

  (ﾆ) 86年以降、経済開放化政策を推進し、中央計画経済から市場経済への移行に取組むと
ともに、91 年の新憲法採択、92 年及び 97 年の国民議会選挙に見られるように民主化の動
きも進めていること、

  (ﾎ) 構造的な財政赤字・貿易赤字を抱えているとともに、97年のアジア経済危機を契機に
マクロ経済運営能力の強化が求められており、また 97年の ASEAN加盟と同時に ASEAN
自由貿易地域(AFTA)に加盟し、2005 年までに域内関税の引き下げが義務付けられている。
これに対応するためには財政構造改革や制度・組織体制等の整備が不可欠であり、支援を必

要としていること

　等を踏まえ、援助を実施している。

(2) 当該プロジェクトを実施することの必要性・妥当性
　ラオス国政府は 2020年までの LLDCからの脱却を長期目標に掲げ、社会経済開発計画を
進めており、人材育成は同計画の 8重点開発分野の一つとなっている。
　公務員・テクノクラート・有識者を対象とした人材育成のための研修・会議等が政府機関、

党の団体、ドナーにより行われ、ASEANなどの地域・国際協力に関する会議も行われてい
るが、既存の施設は収容規模が小さく、また、音響システムや AVプレゼンテーションシス
テムなどの会議設備も十分ではない。

　現在、研修・会議数の増加および民間利用の増加により、既存施設では不足が生じ、研修

や地域・国際会議の開催を制限せざるを得ない状況にある。

　このため、公務員を中心とした人材育成及び ASEAN 等地域・国際協力を推進するため
の研修・会議を開催できる専用施設の建設が求められている。

3. 協力対象事業の目的(プロジェクト目標)
　ヴィエンチャン特別市に国際協力・研修センターを建設することにより、人材育成及び地

域・国際協力を推進するための研修・会議が開催可能となることを目的とする。
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4. 協力対象事業の内容
(1) 対象地域
  ラオス国全域
(2) アウトプット
  ヴィエンチャン特別市に人材育成と地域・国際協力のための研修・会議施設／機材が整備
される。

(3) インプット
【日本側】

  国際協力・研修センター施設の建設／研修・会議に必要な機材の調達／運営マネージメン
トについての技術指導

【ラオス国側】

  建設用地の確保／建設用地の盛土工事／設備・電気インフラ接続工事／門・塀工事／植栽
工事／技術指導に係る指導者確保

(4) 総事業費
  概算事業費　8.10億円 (日本側　7.90億円、ラオス国側　0.20億円)
(5) スケジュール
  詳細設計期間を含め約 17.5ヶ月の工期を予定
(6) 実施体制
　 主管官庁：首相府
   実施機関：国際協力・研修センター国家建設委員会
   運営機関：国際協力・研修センター国家運営活用委員会
5. プロジェクトの成果
(1) プロジェクトの裨益対象の範囲及び規模
センターを利用する公務員・テクノクラート・有識者（2005年：延べ 28,700人程度、

2009年：延べ 57,600人程度）
(2) 事業の目的(プロジェクト目標)達成を示す成果指標

　2005年　 　　　2009年
① 研修・会議等の開催日数　 　　　　270日程度　　　540日程度
② 研修・会議等への延べ参加者数　　28,700人程度　　57,600人程度

(3) その他の成果指標
    なし
6. 外部要因リスク(事業の目的(プロジェクト目標)の達成に関するもの)
① センター職員の採用と運営維持管理体制を確立すること。
② 研修・会議の需要が現状より減少しないこと。
③ 機材更新、大規模保守・修繕コストを確保すること。

7. 今後の評価計画
(1) 事後評価に用いる成果指標
① 研修・会議等の開催日数
② 研修・会議等への参加者数

(2) 評価のタイミング
    2005年以降



9.　参考資料/入手資料リスト



収集資料リスト

番号 名称 形態
ｵﾘｼﾞﾅﾙ・
ｺﾋﾟｰ

発行機関 発行年

1 Foreign Aid Report 1999-2000 報告書 ｵﾘｼﾞﾅﾙ
State Planning
Committee

2001年5月

2

Social-Economic Development
Strategy for 2020, 2010 and Five
years Social-Economic Plan(2001-
2005)

報告書 ｺﾋﾟｰ Lao Government 2001年3月

3
The Education Strategic Vision Up to
the Year 2020

報告書 ｺﾋﾟｰ Ministry of Education 2000年10月

4

Education Strategy Plan 20
years(2001-2020), 10 years (2001-
2010) and the Fifth 5 years
Education Development Plan (2001-
2005)

報告書 ｺﾋﾟｰ Ministry of Education 2001年8月

5 L' HABITATION LAO Volume 1 本 ｺﾋﾟｰ Peeters Press 1990年

6 L' HABITATION LAO Volume 2 本 ｺﾋﾟｰ Peeters Press 1990年

7
Organization of the Government of
Lao PDR

本 ｺﾋﾟｰ Prime Minister's Office 1997年9月

8 Luang Prabang 報告書 ｺﾋﾟｰ MCTPC 2000年

9 Environmental Protection Law 報告書 ｺﾋﾟｰ National Assembly 1999年4月

10
Higher Education, Education Sector
Development Plan

報告書 ｺﾋﾟｰ Ministry of Education ?
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10.　その他の資料・情報(水質検査結果)
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